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Ⅰはじめに
民法466粂 1項本文は ｢債権は､譲 り渡すことができる｣と規定し､債権の譲渡性を認めている｡
しかし､同条 2項本文は ｢当事者が反対の意思を表示した場合は､適用しない｣と規定しており､こ





























派は ｢法典実施延期意見｣ (執筆者 :江木衷博士)で､｢個人の権利の保護に主眼をおき､私権の絶対
を確定するのみ急であり､経済社会における弱肉強食の自由活動を奨励し､いやしくも金銭的利益に
ついては弱者に対して仮借するところが全くない｣ (筆者注 :下線)として､旧民法が債権譲渡の自




































































認すべきであるとしている｡ また､定期積立金債権 (本事案は､ 36回の積立てが満了した際あるいは
積立を行う者 (会社)が解散した際にこれを積立を行う者に返還する契約であり､債務者は銀行では
なく貯蔵株式会社である)が問題となった東京地判大正 7年 6月28日 (法律新聞 1434号17頁)は､｢(筆









は統計をとり始めた明治 26年時点で本店が 23店､支店が 12店であることから､銀行に預金をしていた
者はかなり限られていたことが想定される 17｡




































































































長一小判平成 16年 6月24日 (金融法務事情1723号41頁､以下､｢平成16年最判｣という)､は､譲渡

















譲渡禁止特約も存 しないと信 じたことを考慮すると､果たして ｢必要な確認調査を怠った｣といえる
のかといった疑問は残 り､｢過失｣は認められるにしても ｢重過失｣までは認められないといった指
摘がなされている22｡









挙げられる｡ これは､①仙台地判昭和60年 11月 1日 (官庁向け請負代金債権 :訟務月報32巻 7号 1512
頁)､②東京高判昭和 63年 6月27日 (請負代金債権 :判例時報 1283号103頁)､③東京高判平成 5年 2
月25日 (売掛債権 :金融法務事情 1366号42頁)､④東京地判平成 7年 9月 4日 (下請代金債権 :判例
タイムズ904号 152頁)､⑤東京高判平成 7年10月31日 (敷金返還請求権 :金融法務事情 1463号36頁)､
⑥東京高判平成 11年 12月28日 (請負代金債権 :金融 ･商事判例 1089号20頁)､⑦東京地判平成 14年 3





判平成 8年 11月27日(敷金等返還請求権 :金融 ･商事判例 1045号 13頁)､東京地判平成10年 5月 6日(請
負代金債権 :金融法務事情 1544号77頁)､東京地判平成 15年 12月 1日 (官庁向け請負代金債権 :金融











































































他には､東京地判平成12年 6月26日 (請負代金債権 :金融法務事情1599号 1頁)､東京地判平成13
年 3月13日 (売掛金債権 :金融法務事情1626号 142頁)も同様に譲受人が譲渡禁止特約について善意
であることについて重過失はないと判示した｡これらの事案では､譲受人が債権譲渡の経験に乏しく､
譲渡人側から何らの説明を受けていないことから重過失がないとの判断が示されていると考えられる｡











































































金全体の 5パーセント弱 42しか運用されておらず､また､たいていの場合は譲渡額が 5000万円から 43 






(法人の譲渡に限る :特例法 4条 1項)登記を具備することができる｡登記は第三者への対抗要件で
はあるが､債務者が本当に自分の債権者が誰であるか知りたいのならば､通知 ･承諾 (民法 467粂 1
項 :債務者対抗要件)の他に登記を具備する方法も考えられる｡また､第三者対抗要件である確定日
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権のなかに銀行預金債権 (草案 4粂 2項C号)との文言がある (参照 :池田真朗-北洋安紀-国際債権流動化研
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